
令和２年６月 29日 

        住 宅 政 策 本 部 

 

「東京都ＬＣＰ住宅」登録制度の改正について 

 
 都では、災害後も都民がそれぞれの住宅に留まり、生活の継続を可能とする性能を備えた集

合住宅について、その住宅情報を登録・公開する制度を運用しています。 

 このたび、非常用電源設備の技術の進展や民間マンションにおける防災対策の現状、他自治

体における類似の登録制度等を踏まえ、災害後の居住継続に資する防災対策を講じたマンショ

ンが幅広く東京都ＬＣＰ（※）住宅に登録できるよう制度を改正いたしますので、お知らせし

ます。 

（※ Life continuity performance：居住継続性能） 

 
記 

 

１ 改正の概要 

 （１）ハード対策の登録基準 

登録対象とする停電時の水の供給やエレベーターの運転に必要な電力の供給が可能 

な電力供給設備の種類を拡大 

・従前のコージェネレーションシステムに加え、自家発電設備、太陽光発電システム及び 

 蓄電池なども対象 
 

（２）ソフト対策の登録基準 

新たに、防災マニュアル策定と以下のいずれかの防災活動を登録対象に追加 

・防災訓練の実施、飲料水・食料の備蓄、応急用資機材の確保、連絡体制の整備 
 

（３）登録表示 

ハード対策のみ、ソフト対策のみでの登録を可能とするとともに、登録住宅の防災対 

応力を３段階で表示 

・ハード対策とソフト対策を両方登録 「 ☆☆☆ 」（ハード対策が☆1つの場合は☆☆） 

・ハード対策のみ登録        「  ☆☆  」 (稼働電力３日未満の場合は☆） 

・ソフト対策のみ登録         「  ☆  」 

   

２ 改正基準等  

 （１）東京都ＬＣＰ住宅情報登録・閲覧制度基本方針（別紙１） 

 （２）東京都ＬＣＰ住宅情報登録・閲覧制度実施基準（別紙２） 

 

３ 改正基準等の施行日  

令和２年９月１日 

 

（問合せ先） 

 住宅政策本部住宅企画部企画経理課  

直通 ０３－５３２０－５４８１ 



東京都Ｌ Ｃ Ｐ ※住宅情報登録・ 閲覧制度基本方針 

 
第１  目的 

こ の制度は、 高度防災都市づく り を 進め、 東京の防災対応力を 強化し 、 都民生活の安全性の 

向上を 図るこ と を目的と する。   

 

第２  制度の仕組み 

こ の制度は、 停電時でも 水の供給やエレ ベータ ーの運転に必要な最小限の電源を 確保するこ

と や、 防災マニュ アルを 策定し 運用するこ と などにより 、 災害時でも 都民が自宅での生活継続

を し やすく する住宅（ 「 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅」 と 称する。 ） の情報について、 住宅所有者から の

申請により 東京都住宅政策本部（ 以下「 本部」 と いう 。 ） が登録・ 公開し 、 一般の閲覧に供す

るも のである。  

住宅情報は、 本部閲覧所・ ホームページで公開する。  

また、 本部は、 区市町村、 住宅所有者及び不動産関係団体等と 連携し 、 こ の事業の推進と 適

切な運用を 図る。  

 

第３  東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅の登録基準 

東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅に登録でき る建築物は、 建築基準法（ 昭和25年法律第201号） に基づく 耐震

性を 有し ている集合住宅で、 以下の登録基準の１ つ以上を 満たすも のと する。  

一 停電時でも 水の供給やエレ ベータ ーの運転に必要な最小限の電源を 確保するなど対象建築 

物が一定の設備等を 有し ているこ と 。  

二 防災マニュ アルを策定し 運用するなど居住者や管理組合が一定の活動を し ているこ と 。  

 

第４  その他 

住宅情報の詳細な登録基準その他こ の制度について必要な事項は、 別に定める。  

 

※ LCP＝Li f e cont i nui t y per f or mance 

 

 

附 則 

こ の基本方針は、 平成 24 年１ 月 23 日から 施行する。  

 

附 則（ 令和２ 年６ 月 24 日 ２ 住住企第 140 号）  

こ の基本方針は、 令和２ 年９ 月１ 日から 施行する。  
 



 

 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅情報登録・ 閲覧制度実施基準 

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の基準は、 東京都Ｌ Ｃ Ｐ （ Li f e cont i nui t y per f ormance） 住宅情報登録・ 閲覧制度

基本方針（ 以下「 基本方針」 と いう 。） に基づき 、 適合する 集合住宅の情報の登録・ 閲覧制度を

円滑に実施するために必要な事項を定めるこ と を 目的と する 。  

 

（ 用語の定義）   

第２ 条 こ の基準において、 次の各号に掲げる用語の定義は、 当該各号の定める と こ ろ によ る 。 

一 東京都Ｌ Ｃ Ｐ （ Li f e cont i nui t y per f ormance： 居住継続性能） 住宅 停電時でも 水の供

給やエレ ベータ ーの運転に必要な最小限の電源を確保するこ と や、防災マニュ アルを 策定し

運用する こ と などにより 、 災害時でも 都民が自宅での生活継続をし やすく する集合住宅 

二 住宅所有者 分譲マン ショ ン の管理組合、新規に建設する集合住宅の建築主又は賃貸マン

ショ ン等の所有者 

 

（ 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅情報の登録）  

第３ 条 住宅所有者は、 当該住宅を構成する 建築物ごと に、 東京都住宅政策本部長（ 以下「 本部

長」 と いう 。） の登録を受ける こ と ができる 。  

 

（ 登録の対象建築物）  

第４ 条 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅の登録対象建築物は、 建築物の耐震性について、 次の各号のいずれか

に該当するも のと する 。  

 一 昭和 56 年６ 月１ 日以降に建築確認を 受けているも の 

二 前号以外の建築物で、 建築基準法（ 昭和 25 年法律第 201 号） に基づく 耐震診断又は耐震

改修によ り 、 耐震基準への適合が確認さ れたも の 

 

（ 登録の基準）  

第５ 条 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅は、 次項又は第３ 項の登録基準を満たすも のと する。  

２  停電時における水の供給やエレ ベータ ーの運転に資する設備等の登録基準は、次の各号に掲

げるも のと する。  

一 各住戸への水の供給及び１ 基以上のエレ ベータ ーの運転を 同時若し く は交互に行える 電

力の供給能力があり 、 災害時に住宅敷地外から の電力供給が途絶し た場合でも 、 電力供給可

能な設備が設置さ れているこ と 。 ただし 、 水の供給方法が直圧直結方式である こ と によ り 、

各住戸への水の供給に電力を必要と し ないと き は、１ 基以上のエレベータ ーの運転を行える

電力の供給能力があり 、 災害時に住宅敷地外から の電力供給が途絶し た場合でも 、 電力供給

可能な設備が設置さ れているこ と 。  

二 既存の集合住宅において東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅と し ての登録に必要と なる 設備の設置・ 管理に

あたり 、 居住者に過剰な負担が生じ ないこ と 。  

三 住宅所有者が、 第一号に掲げる設備の設置・ 管理を 委託する 場合、 受託者の業務や納税等

の状況、 委託終了後の住宅の管理等を考慮の上、 契約を 締結するこ と 。   

四 住宅所有者は、 第一号に掲げる設備も 含めて、 住宅の電源確保のため、 電気室等への浸水

対策に努めるこ と 。  



 

３  災害時の居住者の対応に資する 防災活動の登録基準は、 次の各号に掲げるも のと する 。  

 一 防災マニュ アルを 策定し ているこ と 。  

 二 前号に定める防災マニュ アルに基づき、次のアから エまでのいずれかの措置が講じ ら れて

いる こ と 。  

ア 集合住宅内の防災訓練を年１ 回以上実施し ているこ と 。  

  イ  ３ 日分程度の飲料水・ 食料を確保し ており 、 その備蓄場所を防災マニュ アルに記載し て

いるこ と 。  

  ウ 発電機や簡易ト イ レ など、 応急用資器材を確保し ており 、 その備蓄場所を防災マニュ ア

ルに記載し ている こ と 。  

  エ 居住者名簿の作成や安否確認の方法など、集合住宅内における 災害時の連絡体制を 整備

し ている こ と 。  

 

（ 登録の申請）  

第６ 条 第３ 条の登録を 受けよう と する 住宅所有者は、次に掲げる 事項を記載し た東京都Ｌ Ｃ Ｐ

住宅情報登録申請書（ 別記様式第１ 号） に別に定める書類を添えて本部長に提出し なければな

ら ない。  

一 住宅所有者の氏名、 住所及び連絡先 

二 住宅の概要 

三 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅の登録基準に関する事項 

四 その他必要な事項 

２  住宅所有者は、登録前に申請を取り 下げる 場合においては、 書面により その旨を届け出るも

のと する 。  

３  登録の申請時において、申請に係る前条第２ 項第一号の設備が設置さ れていない住宅の住宅

所有者は、 当該設備を 設置し たと きは、 稼働確認の上遅滞なく 書面により その旨を 届け出るも

のと する。  

４  新規に建設する集合住宅によ る 登録の申請時において、申請に係る前条第３ 項各号に掲げる

事項を 実施し ていない住宅の住宅所有者は、 当該事項を実施し たと き は、 遅滞なく 書面により

その旨を届け出るも のと する 。  

 

（ 登録の実施）  

第７ 条 本部長は、 前条による 登録の申請があっ た場合において、 当該申請内容が、 第５ 条に掲

げる 基準に適合し ている （ 前条第３ 項及び第４ 項に該当するも のを含む。） と 認める と きは、

次に掲げる事項を東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅情報登録簿（ 以下「 登録簿」 と いう 。） に登録する。  

一 前条第１ 項に掲げる事項（ 申請書において非公開と する 情報を 除く 。）  

二 登録年月日及び登録番号 

三 第５ 条に掲げる 登録基準の適合事項による 星の数及び記号 

２  前項の星は、 第５ 条に掲げる登録基準に適合する こ と によ り 、 こ れを取得する こ と ができ 、

その数は、 登録基準の適合事項に応じ た別表第１ に掲げる 数（ 複数の登録基準の適合事項に該

当する 場合は、 適合事項に応じ て得ら れる星の数を 合算し た数） と し 、 その記号は、 同表に掲

げる記号と する。  

３  登録簿への登録は、電子計算機に備えたフ ァ イ ル又は磁気ディ スク への記録を も っ て代える

こ と と する。  



 

４  第１ 項の登録をし たと き は、 住宅所有者に対し て別記様式第２ 号により 通知する。  

 

（ 変更の登録）  

第８ 条 第３ 条の登録を 受けた住宅所有者は、第６ 条第１ 項各号に掲げる事項に変更があっ たと

き、 又は同条に規定する 提出書類の内容に変更があっ たと きは、 遅滞なく 、 別記様式第３ 号に

より 本部長に変更の登録を 申請し なければなら ない。  

２  前条の規定は、 前項の規定によ る申請があっ た場合に準用する。  

 

（ 登録の有効期間）  

第９ 条 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅の登録に係る 登録有効期間は、 第７ 条第１ 項に規定する登録（ 前条の

変更の登録を 除く 。） を 行っ た日から ５ 年間と する 。  

 

（ 更新の登録）  

第 10 条 登録の更新を受けよ う と する住宅所有者は、 別記様式第４ 号によ り 、 原則と し て、 登

録の有効期間が満了する 日の１ ヶ 月前までに、 本部長に更新の申請を 行わなければなら ない。 

２  第７ 条の規定は、 前項の規定による 申請があっ た場合に準用する 。  

 

（ 登録の取消し ）  

第 11 条 本部長は、 次の各号のいずれかに該当すると き は、 第３ 条の登録を取り 消すこ と がで

きる。  

一 第５ 条の登録基準を満たさ ないこ と が判明し たと き。  

二 第６ 条第１ 項、 第８ 条第１ 項及び第 10 条第１ 項に規定する 申請の内容が事実と 異なる こ  

と が判明し た場合においてなお第８ 条第１ 項に規定する 変更の申請がなさ れないと き。  

三 第 17 条に規定する 報告及び立入調査に正当な理由なく 応じ ないと き 。  

２  前項の規定により 登録を 取り 消し たと きは、 住宅所有者に対し 、 別記様式第５ 号によ り 通知

する。  

 

（ 登録の消除）  

第 12 条 本部長は、 次の各号のいずれかに該当する と き は、 住宅情報の登録を 消除する。  

一 住宅所有者から 登録の消除の申請（ 別記様式第６ 号） があっ たと き。  

二 前条の規定によ り 登録が取り 消さ れたと き 。  

三 登録有効期間が満了し たと き  

四 登録さ れた住宅が消失し たと き 。  

 

（ 登録簿の閲覧）  

第 13 条 登録簿は、 一般の閲覧に供するも のと する 。  

 

（ 閲覧方法）  

第 14 条 登録簿の閲覧は、 電子計算機に備えら れたフ ァ イ ル又は磁気ディ スク に記録さ れてい

る事項を 紙面に表示する方法で行う も のと する 。  

２  前項の閲覧は、 住宅政策本部住宅企画部マン ショ ン 課において行う も のと する 。  

３  当該記録さ れている 事項は、 東京都ホームページに掲載し 、 閲覧するこ と ができ るも のと す



 

る。  

 

（ 表示方法）  

第 15 条 第３ 条の登録を受けた住宅所有者は、 登録を 受けた住宅であるこ と について広告又は

表示する 場合は、 次の各号に掲げる 表示方法で行う も のと する。  

一 第３ 条の登録を 受けた住宅であるこ と を「 東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅」 と 表記し 、 続けて、 登録簿

に登録さ れた星の数に応じ た数の星の記号を併記し て記載するこ と 。  

二 こ の実施基準に基づき 登録さ れたも のである こ と を 記載するこ と 。  

三 第６ 条第３ 項又は同条第４ 項の規定に基づく 申請に対する登録の場合には、 計画段階の登

録である こ と を 記載するこ と 。  

２  第３ 条の登録を受けた住宅所有者は、 前項の広告又は表示する 場合に、 別に定める登録マー

ク を使用する こ と ができる 。  

 

（ 維持管理等）  

第 16 条 第３ 条の登録を受けた住宅所有者は、 登録を 受けた建築物の設備の維持管理又は防災

活動の継続に努めなければなら ない。  

２  第５ 条第３ 項の登録基準により 第３ 条の登録を受けた住宅所有者のう ち 、同項第二号アの措

置を講じ ているも のは、 １ 年ごと にその措置の状況について、 別に定める報告書を 本部長に提

出し なければなら ない。  

３  本部長は、 第３ 条の登録を 受けた住宅所有者に対し て、 登録を受けた建築物の設備の維持管

理又は防災活動の状況について報告を求めるこ と ができる。  

 

（ 報告及び調査）  

第 17 条 本部長は、 必要があると 認める と きは、 第３ 条の登録を 受けた住宅所有者に対し て書

類によ る 報告を求め、 又は立入調査を行う こ と ができ る。  

 

（ その他 ）  

第 18 条 こ の基準の実施に関する必要な事項は、  本部長が別に定める。  

 

 

附 則 

こ の基準は、 平成 24 年４ 月 20 日から 施行する 。  

 

附 則（ 平成 25 年５ 月 10 日 25 都市住政第 109 号）  

こ の基準は、 平成 25 年５ 月 10 日から 施行する 。  

 

附 則（ 平成 31 年３ 月 11 日 30 都市住政第 998 号）  

こ の基準は、 平成 31 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 

附 則（ 令和２ 年６ 月 25 日 ２ 住住企第 141 号）  

（ 施行期日）  

１  こ の基準（ 以下「 新基準」 と いう 。） は、 令和２ 年９ 月１ 日（ 以下「 施行日」 と いう 。） から



 

施行する 。  

（ 経過措置）  

２  新基準の施行の際、 施行日前の東京都Ｌ Ｃ Ｐ 住宅情報登録・ 閲覧制度実施基準( 以下「 旧基

準」 と いう 。 ) の規定によ り 現に行われている 申請その他の手続については、 新基準の規定に

よる申請その他の手続と みなす。  

３  新基準の施行の際、 旧基準の規定により 既に登録を受けている 建築物については、 その登録

有効期間に限り 、 新基準の相当規定により 登録を受けたも のと みなす。 こ の場合において、 新

基準第７ 条第１ 項第三号の事項の登録に係る同項の規定の適用については、旧基準の規定によ

り なさ れた登録内容による 。  

 

 

 

別表第１ （ 第７ 条関係）  

登録基準の適合事項 星の数及び記号 

第５ 条第２ 項第一号に規定する設備の稼働計画日数が３ 日未満 
１  

（ ☆）  

第５ 条第３ 項に規定する 登録基準を満たすも の 
１  

（ ☆）  

第５ 条第２ 項第一号に規定する設備の稼働計画日数が３ 日以上 
２  

（ ☆☆）  

 


